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るI(P4)として、「産業計画の部分として

としての勢働政策J(P 

ためであったG
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この前書の

が確立されねばならぬJ(P 17) 

るについては、そ

々の歴史、社会経済、政治文化などの

との視点に立つものであった。続い
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て、わが国の労働政策の史的発展に言及し、明治

以降を四つの時期に大別し分析を重ねる O そし

て、「第四期は即ち支那事嬰を劃期とする現段階」

(P 44)は、「此慮では勢働政策への中心的契機は

云ふまでもなく園防と生産力横充との統合された

る要請J(P44)であり、その内零は、「労働力の量

的維持、配置の合理化と質的改善」であり、対象

は、労働者のみならず農民も含む「全勤労困民」

であると規定した。 一方、この|付存と対象の設定

は、「労働者農民の聾であるよりも、専らに軍部を

含む官僚並びに巨大軍需工業資本家のイニシア

チーヴによるものJ(P44)であり、「官僚の労働統

制における計董性二指導性J1個別資本の受動性

および労働力櫓富者側の被指導性」に立脚する

「労働政策に対して客観的に輿へられたる制約」

(P 44)のなかでの設定であると補足する O さら

に、「労働統制の有効なる富現の可能性はこの段

階においては、社曾的線資本若くは閥家機構によ

る資本家統制の可能性に比例するJ(P 46)とし

て、制約が具体的には労働力保護にとっての限界

となることを指摘した。

限界の例として、労働時間制限が 8-----10時間か

ら12時間という長時間になり、賃金制が現行平

均初賃金よりさらに l、2害1]も低下した水準にあ

る現実を直視しながら、それは、「勢働力保護の見

地からすれば、如何なる意味においても後退でし

かありえないJ(P46)と論断する O

風早は、わが国のこれらの動向と特色をドイツ

と比較しながら、ドイツの労働関係が、「集圏主義

的な封等の労働閥係の克服にありJ1企業者は経

営の指導者、労働者はその従属者J(P48)の関係

に置き換えられたのに対し、わが国では、「封建

的、家族制度的閥係が残存」しており、それは「集

圏主義以前」の関係にあるとする O 再び、わが|玉|

の現状をふり返りながら、「協調曾時局封策委員

曾案になる経営精神の中に『事業者は謂は三従業

員の父となってその個人的乃至社曾的生活を保護

指導すべき責務を有するのである』と掘ってあ

るJ(P48)は日本的労働関係の特質を端的に表現

するものととらえる、そして、生産力拡充の要請

に応じるために不可欠である、「弓産技術の向上

と労働力保全に闘する科型的知識に基礎づけられ

たる合理的指導」を「果たして企業主に一任しう
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るであろうか。頗る疑問であるJ(P49)と、現実

に存在する関係を危倶する O

では、合理的指導を可能とする人材は存在する

のか、の臼問の結果、「わが闘においては経営内労

働統制に闘する限り、その指導者は官僚をおいて

外になし、とし、ふのが現状であるJ(P 51)を認め

ながら、「官僚と密接に結ぼれてゐる『資本』が大

衆を獲得しえないJ(P 50)ために、また、官僚も

大衆の支持を得ることは困難であるという O

凪早は、その解決策として労働再組織の問題を

取り上げる O それは、従来の自主的労働組合の機

能を代替しようとして登場した労働再組織二産業

報国運動には、「先ず労働組合組織もしくはそれ

に類する勢働者の白護性と集閉性を護揚-訓練・

白己統制すべき機舎を輿へることを前提とせねば

ならぬJ(P 53)として、組合組織への期待と必要

性を説いたのである O しかし、風早のいう労働者

の臼主的組織の創設は、政府と企業主側の反対意

見の他に、大衆組織化を担う主体がないという、

技術的な障害によって実際上は不口J能であるとさ

れる O そこで、この障害を除去するための手順と

して、 11黄汎な園民諸層の犠牲献身的・白質的な

相互参加によって構成される強力なるーの闘民的

世話団の如きもの、結成が不可欠J(P 55)である

とする O さらにそれは、組織や指導する幹部を意

味するものではなく、どこまでも、「園民的白主的

組織への産婆役たるものであり、か〉る組織の確

立を促進せしむる補助的手段以kのものでない」

( P55)のであった。

風早は、生産力の拡充を目的とする戦時労働政

策は、統制の名のもとで労働時間の延長や労働強

化などによって労働力の保全が確保できなくなる

ことを指摘しながら、それを回避するためにも労

働者の主体的な組織化と運動が必要であり、ま

た、賃金の分配のありえiにも言及し、重視したの

である O

大河内一男は、「長期建設期に於ける我園労働

政策の基本動向」を発表している O 論文は、国家

総動員計画を媒介として、わが国の労働政策を論

じる内容であった。そこでは、まず、「労働者の;

重の存在様式に封磨、する労働政策の二つの類型」

が論及された。

その類型のひとつは、 Ir労働力』としての存在
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或は客体的存在に於ける労働者を採り上げる場

合」であり、そこでは、 1)11員嘗な再生産のための必

要要件として産業努働力の保全・培養J(P56)が

主要な目的として論じられることになるO この立

場では、 Ir労働力』は物的資源に封臆する『人的
資源』として、再生産繕績の絶対要件J(P56)と

位置づけられ、大河内は、「労働政策における『生

産政策JJ(P 58)と名づけた。しかも、これは、「あ

らゆる労働政策にとって『端初的且つ基底的位

置』を占めるJ(P58)ものであった。

ふたつめは、「労働者としての存在或は主体的

存在に於ける勢働者を採り上げるJ(P 57)場合で

あり、「従来労働政策は専らこの視点から」検討、

実行されてきたとする O この立場では、 Ir人的資
源」乃至産業のための『労働力」としてではなく、

それ自身の経滴上・社曾 k・文化上の要求を持っ

た自主的な力J(P57)として理解され、その際の

経済的・社会的・文化的日午J性は、 Ir勢働力』と
して客体的に捉へられた彼等がその基本的な肉韓

性に於て順吉に保全せられ合理的な配慮を受けな

し、限り、獲得され得ないJ(P58)ものであるとし

て、これには、「分配政策J1産業平和策J(P58)と

名をつけた。

論文は、この二つの類型、つまり、「生産政策」

と「分配政策」との二つの政策部面の総合によっ

て現実の労働政策が成り立っとしながら、さら

に、「勢働者の保護(社曾的・政治的・文化的)に

は、労働力の保全が先行しなければならないJ(P 

58)と順位が提示される。そして、労働者の政治

的・文化的な組織運動が永続的・全国的・合理的

組織として形成されるためには、「何よりも彼等

の生存そのものの物的条件が順吉に確保J(P 58) 

されることを主張するO 反面、「日本経漕は、その

構造上の弱味のために、成立首相jから自己の労働

力を合理的に保全するいとまなくそれの犠牲に於

て自己の経漕上の足場を築いて来たJ(P 59)と

し、それは、「園民の瞳位低下」問題として露呈、

拡大し、いわば、「庶民的」問題となり、今や、「園

民保健一般の問題」になったと指摘する。

大河内は、生産政策としての労働政策の欠如に

よる国民保健一般の問題と、社会政策、社会事業

との関係を次のように論じるO

「問題は労働政策乃至社曾政策より社曾事業に
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移された。併し乍ら社曾事業的保護施設による勢

力保全策の代置は決して問題の解決を意味しな

い。それはた Y労働力保全の伝来的欠如の尻拭ひ

的役割を果すにすぎない。斯くして我園の労働政

策の進路は、先づ伝統的な社曾事業的処理万法を

清算し、社曾事業と社台政策とを代置閥係にでは

なく正しい補充閥係に置くことの裡に在るO 換言

すれば、肉腫的乃至経滴的な要保護者を『庶民』

一般の資格に於て『とから』救潰する方向に於て

ではなく、彼等をそれぞれの社曾層に於ける勤労

人-衆たる性産者の資格に於て捉へ、或は進んでそ

れを生産要素化し、かかるものの合理的労働科皐

的・某礎に於ける保全・陶冶を目的とする生産政

策こそ長期建設に於ける日本社曾政策の基本線で

ある。J(P60) 

さらに、「日支事変」による労働力保全の生産政

策は、二つの問題を解決しなければならない、と

して、「労働力保全の重要性の認識」と同時に存在

し進行する、「労働条件の低下や圃民樫位の低下

への拍車に代表されるような勢働力保全を百定す

る現実J(p67)をあげる O そしてこれらの問題の打

開には、「勤労働者の自主件ーを培養し得る組織」の

創設が必要であるとしながら、それは、「少なくと

も労働者、雇主、官僚の三者の支柱の上に特定の

組織が出来、それらの協力によって轄換期の産

業・労働組織が賓質上できー上がってゆくであろ

うJ(P68)との期待を表明する O 大河内は、「この

新たな組織(それが『産業報園曾』であれ何であ

れ)を通じてその、自律性を型び獲るJ(P68)こ

とを労働者に期待し、望んだのであるO

次に、事変・戦時での生産政策への要請は、そ

の前段階として労働力保全の課題を解決しなけれ

ばはならないとする O そして、課題は、労働時間

や賃金、災害や保健などを通じた合理的配慮によ

り解決が吋能であり、その配慮は、労働者保護に

結び、つくものであるとした。したがって、まず労

働力保全の問題が解決され、その後に、労働者の

自主性の問題の解決がはかられるべきであると

し、前者の問題は、後者の問題の基礎であるとと

もに、後者は、前者を促進する忘|らlに反作用する

と捉えた。

大河内は、このことを簡潔に示すためであろう

か、論文の末筆に、「健全なる精神は健全なる肉体
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るI(P69)を掲げたの は、「日本労織政壌の史的概袈，こよって導かれる

にお ことになるが、そこでは慈恵施設としての

tUI日立さ

れた。すでに、そこじは、議平の名古~j はなく、

河内も委員として名前を連ねているが論文は担当

ていなL、。

ま

の

したひ

ため、我々は'畠然賭報

を内熱化せしめたj

「しかもそれふの間組も、結局拭結報がこの

ドに異関白そJ'こ何をなすべきかを仔細に考娯するこ

とによって解決さるべきであると L

見解が 4 致したJ(例言p1)と

547 r1からなるものであった。

6. 嵐単・大河内理論と社合事業理論との関連

は、

在日的とする戦時労働政実辻、短期的には、

時間の延長、

う相反する傾向をもっとする。そして、

させ得るものとして、労働f'fの主

な組織的運動を為

この結J命ともいうべき

くと

に対して、従来のいか

なる政府にも未だ嘗て見なかった法どの

してゐる知くである。ぞれ故にこそ、

の社合政策実現に対する期待と要望は、愈々

らざるを得ない (P

るO

)との関連が随所

「序論」の「社舎政浪概念と

ように論絡するむ

であって資本帝!な

も期くの立[]き社曾政梁も{社曾政策として

するかの結き感を胞かせっ、あることは、

る本質そ荷つ現象で、あらうか。云ふまでもなく此

f慈恵J的作土金政策Jなるものが

政策Jと

に取って代る輯念であり F社長き政築Jの実

ひきのばし、歪曲し不具化せんがためのモメ

ントでありプザテンスであるι外ならないJ(P 

14) 

1938( 

に発表した

事業理論と

13)年に研究雑誌

を受けて

81 
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-惑:善事業・

に分析した後、足分を設定す

は

プリンシプ/レは、

りえたのである

まで、資本市IJ社曾であり、その独自の根抵から社

曾事業を要請すること、|高も社曾事業がi司tfの議

嵐長始めるにしたがって、かつて産婆役たりえた

諮善のプリンシブルは却って社命事業の護操を

Ir. i寸る

て、「これ告の過剰人口は夫自

あり、要救護者である{要救護者たること〉救護

を受けてゐる者と ばならぬんしかも、

まれずして、被

た状態こそは、かの救

貧(pauperismus)と補せられるJ(P7)と規定す

る。さちに、労働能々の宵現時との観点から、

たりうるべきものJ
の三つの区分を導き出す。

社会事業の対象を、

おい

(P9)と規定した。

も、資本の連動行程において必紫、的に殺生し

口を対象とし、これに射して資

本がその運行をJII質常に継続せんが為に行ふところ

の、合目的々な施設であり、それ臼樟資本の運動

したものである点において、

-82 

じくするJ(P9)として、資本主義体制

た。そして、「社脅の合目

して割にそれが直接『生産的Jであるか
によって決定するものでなく、特に社曾

事業が社曾政策と相並んで、後者の生産的任務を

的

て、社会政策への社会事業の

あるの

る

とする社曾政策に比し、より慈

恵的住彩を濃!撃に保悔してをり、 J討しでか、る舷

ること

なければならないJ(Plめとするむ

を軽担するならば、例えば、

による社会事業の「代替性J辻、
業の充実を意味するものではなく、反対にその内

谷を不充分にしてしまう可能性をもち、それゆえ

に社会政策の権盛こそが社会事業の|出有の領域安

充実させる

のでない限り、

ものである躍り、ぞれ自身の生ぜしめ

ることなくしては、統制経漉の/.本来の

H的そのものの迅速円滑な進行を東し得ないJ

、る時捺を解決する任務を托せられたものが、
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る位置を占め、また如

る機能を謹すべく期待されてゐるか、更に、

我閥にとって社曾事業には如何なる展望が許され

るのか、等の問題の検討が小論の日的J(p3)とす

謹かにそ

され始めたのであるかのこの疑問

は我岡資本主義綿棒の諜展に於で、社曾事業が村;

曾政策に対して如何なる聞係にi置かれて来たかを

考察することによって答へられるであらう

と

論を111すりさらに、二者の相i重点に百及し、「社会

政策|は、町庶民Jの福祉をば、まさに動得斉と
して、 EX'ま般密に言へば、
とする点 「主として資本と

(p4) 

るとする。

これに対して社会事業は、「庶民Jのなかの

「個々人|が対象となり、個々人は、「抽象的な

『個々人』ではなく Ir庶民』乃若勤労大衆として

要救護性が見出されたi坊o(p6)に発動されるも
のであり、その際重要なことは、「社曾政策の判象

としての生産者たる資格を永久的になり

なり喪失し、斯くし

の機構から一際脱済した謂はば結構秩序外的存在

だと言ふことができるであらう I(p6)と表現し

fこG

社曾に於ては特定の限界が構んでゐるJ1社曾事

業の場合には社曾政策に見るごとき限界が一般的

に者百す

るが主甘さ

政策を杵若し得な~iJ (p8)という現実が生み出す

限界であったり続けて、二つの限罪は、資本主義

料消の発展期には、「潜花的・ i去ftlJ的にの

するものである。そこに

曾政策の補光は、或は進んで、その f代位』は、益々

イえηJ避の 9般的傾向J(p9)になるとする。

さらlこ、「我闘に於ける社禽政策の欠如乃至低

位は、増1.1こ社曾事業的諸J仔策によって『肩代り』

おける i端保柏原~J のゆらぎが、「社曾事業が社

曾政策に代わって、むしろ社曾事業が社曾政策と

して、登場してゐるJ(pll)実態をつくり出してい

とする。例

りない、

しめられているり我闘に於け

る l".木救械事業が社台政策で‘なくその礎科:曾事業

である矧は、それがう字働者の失業扶助を彼等の生

産者的資格に於て促へるものでなく、あくまで経

対する

らなし

であって『政策Jで

はない I(pll)とt帳する O これらの実態は、社会

政策にとっては、 1/1>なくともその様展にとって

不幸な出来事Jであり、社会事業iこおいては、「慈

ものへの襲

(p 

つ

83-



~(j手lJ研究会については)

ついては、すで

ーや永岡正己らによって評価、論述がIJ[Jえられて

は、社会事業が社会政策の代位をしてい いる。

るために、

'""-'20)なのであった。

は、結論として、

るが、そのためにはな

によりも社曾政策がそのU本的不呉性をU".掲して

その本来の形態安獲得しなければならな

やrRI1充論Jをi麗じ、多くの問題提組をしている
(p263)と、風早の影響と意義&明確にする。大joJ

にまた、社曾事業誌社曾政策を背後から補強する

とし

し組織化すること、此処に社曾事業の積極的産味

がある I(D22}と社会事業への期待を表明したの

7. 風早・大湾内理論が社会事業の理論化に与え

た彰響

らであるの社会政策学者の大

十二、社会学の松本潤

.後藤謀、

戸幡太郎らであるJ(p398)として、当時の社会 しかも戦時的な

… 84-

も山口

という倫理観

おいて多くの論稿が出

との関連で次のこと

しようとするものであっ

よって社会事業を資

け、資本iこよる、

への警告、
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、引叩¥咋手;

!成占論争にあつて、その共通する

もかかわらず、両者の進いは大きな意味告もつも

のであった口J(p282-"283)。

孝橋正ーは、『続 社曾事業の基本;問題J(1973) 
のなかで、風早八十二と大河内一男の聞論につい

ての検討と分析を行う O

と

ついてJ強荒行為と絡持事業の相j主について」に

投ぶ。特に「社会政策と社会事業の関連」におい

ては、「社会事業の対象となっているものは、単に

将来l下J(持拡労働者や労働能力欠如者だ、けではな

l'o私が分析的に析IHしておいたように、生産的
も社会事業の対象となているし、その傾

してき

-85 

ながら、，ずれにせよ、

における社会事業は、経務事業と

視、対象規定における労動力(社会政策)と「被

救憧的窮民J、「消費者としての資格その他(社

会事業)の二元性、社会事業の代替性論に覗かれ

る分析の不充分さと補充性の認識の欠如、|寸械に

社会保険制に対する分析の不充分さからもたらさ

れる現象観察的な解釈が批判的に兇服されなけれ

ばな告ない問題点J(p抑制が存花するという厳し
いものであった。

おわりに



昭和問究会については)

き。その i

は、国民大衆とく る切

実な要増、すなわち既成政党の離合離散による'焼

直しではなく、軍部やその便乗者らも制御し得る

ような、凶民各嵐長網羅する一大国民連動後展開

して、 みちびこうとする動きで

この第三三の動き

どに対しでは、

な評価や分析がある。 しかし、「昭和研究曾jの

「労働問題研究曾|における「社会政策と社会事業

の研究j(実際には、大河内・男と風早八十三の

さて、

という論文を過して)が社会福祉

どのような彰響を与えたのか、の

かを棚に上げてしまうが、昭和研究会が掲げた

の経済理論JI労働者保護の経済政策

と極めて似る構皆、lニ思えたの

だげであろうかの

その後、

厚依事業のなかで

した第三の動きは、

込まれて什ったの

開没する、その一歩手前で「科学的社会

そ想論的に追放した時期があったことを見

て誌ならないと思う O
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